
障害者の地域生活の推進に関する検討会

第1回（H25.07.26） 資料７



１．入所施設から地域生活への移行状況等
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○ 障害福祉サービス及び相談支援並びに市町村及び都道府県の地域生活支援事業の
提供体制の整備並びに自立支援給付及び地域生活支援事業の円滑な実施を確保する
ための基本的な指針（抄）

この指針は、法等を踏まえ、障害者の地域生活を支援するためのサービス基盤整備等
に係る平成二十六年度末の数値目標を設定するとともに、平成二十四年度から平成二
十六年度までの第三期障害福祉計画の作成又は変更に当って即すべき事項を定め、障
害福祉サービス及び相談支援並びに市町村及び都道府県の地域生活支援事業を提供
するための体制の確保が総合的かつ計画的に図られるようにすることを目的とするもので
ある。

第一 障害福祉サービス及び相談支援の提供体制の確保に関する基本的事項

二 障害福祉サービスの提供体制の確保に関する基本的考え方

３ グループホーム等への充実及び入所等から地域生活への移行の推進

地域における居住の場としてのグループホーム（共同生活援助を行う住居をいう。
以下同じ。）及びケアホーム（共同生活介護を行う住居をいう。以下同じ。）の充実を
図るとともに、自立訓練事業等の推進により、入所等（福祉施設への入所又は病院
への入院をいう。）から地域生活への移行を進める。
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第二 障害福祉サービス、相談支援並びに市町村及び都道府県の地域生活支援事業の
提供体制の確保に係る目標（抄）

一 福祉施設の入所者の地域生活への移行

地域生活への移行を進める観点から、平成十七年十月一日時点において福祉施
設に入所している障害者(以下「施設入所者」という。)のうち、今後、自立訓練事業等
を利用し、グループホーム、ケアホーム、一般住宅等に移行する者の数を見込み、そ
の上で、平成二十六年度末における地域生活に移行する者の数値目標を設定する。
当該数値目標の設定に当たっては、平成十七年十月一日時点の施設入所者数の

三割以上が地域生活へ移行することとするとともに、これに合わせて平成二十六年度
末の施設入所者数を平成十七年十月一日時点の施設入所者数から一割以上削減
することを基本とする。
なお､施設入所者数の設定に当たっては､新たに施設へ入所する者の数は､ケアホー

ム等での対応が困難な者等、施設入所が真に必要と判断される者の数を踏まえて設
定すべきものであることに留意する必要がある。
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１ 入所者の推移

地域生活移
行

他入所施設
（障害）

他入所施設
（老人）

地域移行型
ホーム

病 院 死亡 その他 計

4,836人
（47.5%）

1,068人
（10.5%）

463人
（4.5%）

42人
（0.4%）

1,443人
（14.2%）

1,990人
（19.5%）

339人
（3.3%）

10,181
人

共同生活介
護

共同生活援
助

福祉ホーム
通勤寮（旧

法）
家庭復帰

１人暮らし・結婚等
その他

民間住宅 公営住宅

1,863人
（38.5%）

617人
（12.8%）

95人
（2.0%）

28人
（0.6%）

1,487人
（30.7%）

606人
（12.5%）

64人
（1.3%）

76人
（1.6%）

２ 施設退所後の居住の場の状況

入所者数 139,358人

〈H22.10.1現在〉 〈H23.10.1現在〉

136,993人

▲1.7%（▲2,365人） ※

○ 対象施設
（１）身体障害者療護施設
（２）身体障害者入所授産施設
（３）知的障害者入所更生施設
（４）知的障害者入所授産施設
（５）精神障害者入所授産施設
（６）身体障害者入所更生施設
（７）精神障害者生活訓練施設
（８）障害者支援施設

（１）退所者の居住の場の内訳

※「その他」には、救護施設、刑務所、所在不明等が含まれる。

（２）地域生活への移行状況

地域生活へ移行した者

〈H22.10.1→H23.10.1〉

4,836人 3.5%（H22.10.1入所者数をベースとして地域生活へ移行した割合）

〈地域生活へ移行した者の住まいの場の内訳〉

新規入所
者

7,803人

※ １については、２，６６８施設からの回答を集計（回収率１００％）。

２以降については、被災地域の一部の施設を除く、２，６５８施設

からの回答を集計（回収率９９．６％）。

※ 回収率が異なるため、２の（１）の退所者
数の

合計と新規入所者数の差とは合致しない。
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施設入所者の地域生活への移行に関する状況①



３ 地域生活へ移行した者の日中活動の状況

地域生活
他入所施設
（障害）

他入所施設
（老人）

地域移行型
ホーム

病 院 その他 計

3,027人
（38.8%）

1,507人
（19.3%）

124人
（1.6%）

28人
（0.4%）

2,604人
（33.4%）

513人
（6.6%）

7,803人

（１）新規入所者の入所前の内訳

（２）地域生活の内訳

生活介護
自立訓練
（機能訓練）

自立訓練
（生活訓練）

就労移行支援
就労継続支

援Ａ型
就労継続支

援Ｂ型
旧体系施設
（授産）

旧体系施設
（授産以外）

1,215人
（25.1%）

47人
（1.0%）

106人
（2.2%）

217人
（4.5%）

68人
（1.4%）

1,026人
（21.2%）

104人
（2.2%）

63人
（1.3%）

地域活動支
援センター

一般就労 学校
精神科

デイケア等
通所介護
（介護保険）

その他の活
動

未定 不明

115人
（2.4%）

362人
（7.5%）

42人
（0.9%）

435人
（9.0%）

148人
（3.1%）

163人
（3.4%）

502人
（10.4%）

223人
（4.6%）

〈地域生活へ移行した者の日中活動の内訳〉

４ 施設入所前の居住の場の状況

共同生活介
護

共同生活援
助

福祉ホーム
通勤寮（旧

法）
家庭

１人暮らし・結婚等
その他

民間住宅 公営住宅

211人
（7.0%）

102人
（3.4%）

20人
（0.7%）

19人
（0.6%）

2,453人
（81.0%）

134人
（4.4%）

20人
（0.7%）

68人
（2.2%） 5

施設入所者の地域生活への移行に関する状況②



平成17年度

提
供
さ
れ
る
サ
ー
ビ
ス
の
総
量グループホーム

３．４万
（人分）

平成20年3月 平成21年3月 平成22年3月 平成23年3月 平成24年3月 平成25年３月

48,394人
55,983人

63,323人 71,866人

42,027人

○ケアホーム・グループホーム利用者の推移

○施設入所者数の推移

施設等から地域への移行の推進

入所施設の利用者数は、障害者自立支援法前から着実に減少している。
ケアホーム・グループホーム利用者は着実に増加している。

入所者数（人）

出典：国保連データ速報値等

平成17年度
（17年10月１日）

平成２０年10月 平成21年10月 平成22年10月 平成23年10月 平成24年10月

ケアホーム

グループホー
ム

81,729人

平成25年３月

出典：国保連データ速報値等

146,001
144,425

139,851 139,859

136,653

134,573 134,247
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２．地域移行・地域生活を支える体制の概要
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地域⽣活への移⾏

障害福祉サービ
ス事業所

社会福祉協議会

保健・医
療機関

相談支援事業所

《宿泊型自立訓練》

地域生活の準備や福祉
サービスの⾒学・体験のた
めの外出への同⾏⽀援や住
まい探しなどを支援

地域⽣活に移⾏した者や
地域⽣活が不安定な者など
を対象に夜間等も含む緊急
時の連絡・相談等のサポー
トを⾏う。

空床利⽤型の
短期入所を認
めるなど規制

緩和
（H23）

相談支援事業所や保健所
など障害者の地域移⾏に関
連する機関、関係者等で構
成される専門部会（地域移
⾏⽀援部会等）を設置し、
地域の課題を踏まえた支援
体制の整備等を協議

不動産関係業者

ハローワーク市町村保健福祉
担当部局

地域移行支援 地域定着支援

《自宅等》《入所施設、精神科病院》

《保健所》

連携連携

連携連携連携連携

〈障害者〉

〈精神

（障害者〉

・地域の支援体制に関する
提言

・必要に応じ、関係機関

との調整

障害者の地域移行・地域生活を支える体制整備の着実な推進

第3期障害福祉計画に基づき、障害者の住まいの場であるグループホーム等や平成24年度からスタートした地域相談⽀援の提供体制を整
備するとともに、地域の社会資源の開発・改善を担う『協議会』を積極的に活用すること等により、地域の実情に応じた円滑な地域移⾏や
地域移⾏後の地域⽣活を⽀える体制整備を進める。

1人暮らしに近い
形態のサテライト
型住居の創設を検
討(H26〜)

《サテライト》

《グループホーム》

協 議 会

ニ
ー
ズ
・
困
難
事
例

等
の
相
談

通
所
・
訪
問
等

レスパイト等

・入所者、入院患者が相談支援事
業所にアクセスしやすくなるよ
うな取組（障害者向けパンフ

レットの作成等）

基幹相談支援
センター
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支援内容 Ｈ１８ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５

地
域
生
活
支
援
事
業

住宅入居等支援事業
（居住サポート事業）

【H18～】

①入居支援（家族同居者等への個別支援）

②入居支援（入所施設、精神科病院の入所・入院者への個別支援） 個別給付化（地域移行

支援・地域定着支援）
経過措置あり（※）③24時間支援

地域移行のための安心
生活支援事業

【H23～】

①常時の連絡体制と緊急時の支援 個別給付化（地域移行

支援・地域定着支援）
経過措置あり（※）②緊急一時的な宿泊（居室の確保料以外）

③1人暮らしの体験宿泊（ 〃 ）

④②・③の居室の確保料

⑤地域の体制整備のためのコーディネート

個
別
給
付

地域移行支援

【H24～】

（対象者）
・入所施設、精神科病院の入所・入院者

（サービス内容）
・地域移行に向けた相談、同行による支援
・1人暮らしの体験宿泊
・障害福祉サービス事業（日中活動系）の体験利用
・入居支援

地域定着支援

【H24～】

（対象者）
・居宅で単身で生活する障害者又は同居する家族等による緊急時
の支援が見込まれない者

（サービス内容）
・常時の連絡体制の確保
・緊急時の支援（緊急一時的な宿泊を含む）

基
金

障害者を地域で支える
体制づくりモデル事業

【H21～H24】

①拠点のコーディネータ配置

②24時間のサポート体制づくり 等

障害者の地域移行・地域生活を支援する事業の変遷

※ 地域相談支援の提供体制が十分でない場合は体制整備されるまで補助対象

モ
デ
ル
事
業
の
一
般
事
業
化
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【１ 住宅入居等支援事業（居住サポート事業）】

① 入居支援（家族同居者等への個別支援）

② 入居支援（障害者入所施設・精神科病院入院者へ
の個別支援）

③ ２４時間支援

【２ 地域移行のための安心生活支援事業】

① 常時の連絡体制と緊急時の支援

② 緊急一時的な宿泊（居室の確保料以外分）

③ 一人暮らしの体験宿泊（同上）

④ ②・③の居室の確保料

⑤ 地域の体制整備のためのコーディネート

地域生活支援事業（補助金）

地域移行支援・地域定着支援と地域生活支援事業費補助金等との整理

【地域移行支援】
○ 対象者 入所施設及び精神科病院入院者
○ サービス内容

・地域移行に向けた相談、同行による支援
・一人暮らしの体験宿泊
・障害福祉サービス事業（日中活動系）の体験利用
・入居支援

【地域定着支援】
○ 対象者

居宅で単身で生活する障害者又は同居する家族等
による緊急時の支援が見込まれない者

○ サービス内容
・常時の連絡体制の確保
・緊急時の支援（緊急一時的な宿泊を含む）

自立支援給付費負担金（個別給付）

【平成２４年度以降】【平成２３年度】

○ 入居支援（家族と同居する者等の個別支援、個別支援

以外の各種取組）

○ 緊急一時的な宿泊・体験宿泊の居室の確保料

○ 地域の体制整備のためのコーディネート

※ １・２の上記以外の事業は、法施行時のために地域相談支援の提
供体制が十分でない場合は体制整備されるまで補助対象。

地域生活支援事業（補助金）

【３ 障害者を地域で支える体制づくりモデル事業】

① 拠点のコーディネーター配置

② ２４時間のサポート体制づくり 等

基金事業

継
続

【障害者を地域で支える体制づくりモデル事業】

① 拠点のコーディネーター配置

② ２４時間のサポート体制づくり 等

基金事業（平成２４年度で終了）

（H23〜）

（H2１〜）

10


